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1．はじめに

日立建機グループでは 2050 年までに，バリュー
チェーン全体を通じてのカーボンニュートラル達成を
めざしている。2023 年 10 月には，電動建機による「建
設現場のカーボンニュートラル化」実現のため，「ゼ
ロエミッションビジネスモデル構築プロジェクト」が
組織化された。そこで本稿では，電動建機の取り組み
の 概 要， 課 題， そ し て 新 た な 研 究 拠 点「ZERO 
EMISSHION EV-LAB」におけるソリューション開発
について紹介する 1）。

2．電動建機の市場動向

世界の電動建機の市場を見ると，2015 年 COP21 で
のパリ協定採択後，2019 年頃から各建設機械メーカー
がバッテリー駆動式ショベルの機種数を増やしてい
る。特に市場を牽引する 2 大市場，欧州と中国でその
傾向は顕著である。その欧州での電動建機の普及状況
を見ると，販売実績のほとんどはノルウェーに集中し
ている。その要因の一つに，電動建機はいまだ高額で
ありノルウェーでは政府からの補助金や安価な電気料
金といった環境が整っていることがある。一方で，こ
の様な普及条件が整わない地域では，市場規模として
も発展途上である。したがって，電動建機の普及には，
投資に対する補助金・税制優遇やエネルギー費用等の
政策が大きく影響するといえる。

3．電動建機の位置づけ

早くからバッテリー駆動式ショベルの開発に取り組
んでおり，有線式電動ショベルやハイブリッド建機等
も製品化している。現在は，温室効果ガスの削減に向
けて先駆的な市場である欧州地域を中心に，バッテ
リー駆動式ショベルの開発・市場投入を進めている。
これまでに，欧州ならびに日本国内の市場にて 5 t，
8 t，13 t クラスをラインアップしている（図─ 1）。機
種毎に電動システムおよび充電仕様を最適化してお
り，AC 電源接続稼働（商用電源アシストモード）機
能の全機種搭載が特徴である。本機能は，バッテリー
の小容量化や，電力需要の高い時間帯に充電ケーブル
を切り離して稼働することでピークシェーブへの貢献
も期待できる。また，充電ケーブルを切り離して稼働
する場合には，有線式電動ショベルで稼働範囲に制限
があった懸念が解消される。

既に市場投入している 2 機種の主な特徴である（図─
2）。ZX55U-6EB は，ミニショベルの特徴を最大限に
生かせるよう，バッテリー・システム小型化で旋回半
径を維持しつつ，商用電源の併用による長時間稼働を
実現した。また，ZE85 は，稼働状況や消費電力等を
遠隔管理するためのテレマティクスシステムを標準搭
載しており，実稼働現場におけるバッテリー駆動式
ショベルの効率的な運用等のノウハウ蓄積にも貢献し
ている。いずれの製品も，エンジン機同等の作業性能
と，現場での電力マネジメントを重視している。
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4．開発・製品化と普及に向けた課題

現時点での電動建機は，エンジン・燃料タンク等か
らなる動力源をモータと大容量バッテリーに置換する
形が主流である。一方で，現在のバッテリー技術およ
び価格水準では，エンジン機と同等の稼働時間や，充
電・給油によるダウンタイム，製品価格を達成するの
は不可能である。したがって，製品価格に留まらない
顧客ライフサイクルコストの低減，電力供給・充電イ
ンフラの確立，これらに伴うバリューチェーン，つま
り製品周辺のビジネスモデルに生じる変化への対応等
が必要となり，普及には，製品とインフラの両輪の対
応が必要である。

電動建機製品に対しては，エンジン式ショベルと同
等の生産性・制御性・安全性が確保されていることや，

静音性能等に高い評価を頂いている。また一般的な見
解として，電動建機の活用によりトンネル工事などの
閉環境において，エンジン機からの排ガスによる健康問
題と比較して，良好な傾向を示した実証結果もある 3）。
他方では，バッテリー駆動式ショベルの主な課題の一
つとして，搭載されているバッテリーの大容量化や長
時間の稼働が求められている。

電力マネジメントが，よりシビアになる 16 t と 20 t
クラスの電動建機の実稼働現場（ノルウェー）の事例
を挙げる（図─ 3）。左側の図は，蓄電池を活用したバッ
テリー駆動式ショベルの事例で，夜間の普通充電と昼
休み急速充電を組み合わせて稼働している。バッテ
リーで 1 日稼働するために ECO モード（出力を制限
した状態）を使用，作業性に制約が生じる一方，ショ
ベル操作自体に特別な配慮やノウハウは不要なことが

図─ 1　電動建機ラインナップと主要な仕様 2）

図─ 2　市場投入２機種の主な特徴
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メリットである。急速充電に必要な蓄電池のコストも
課題である。

右側の図は，電源ケーブルを接続した状態で稼働し
ている AC 電源接続稼働（商用電源アシストモード）
の事例である。ケーブルからの給電によりバッテリー
残量の心配がないため，POWER モード（高出力状態）
を使用し，エンジン機同等の作業性が確保可能であ
る。一方で，電源ケーブルとこれを自動で巻き取り格
納するコンテナの運用に一定のノウハウや慣れが必要
である。このコンテナには，ケーブル損傷防止のため，
電源ケーブルに一定のテンションをかける機能が内蔵
されており，適切な場所への配置が必要である。この
運用は，小型バッテリーの採用ができ，また蓄電池が
不要なことより，バッテリー駆動と比較して低コスト
での実現が可能となる。このように，電動建機を安定
して稼働させるためには，充電・給電設備の配置や運
用にも課題があるのが現状である。安全且つ高い作業
性で，お客様に電動建機を使っていただくには，建機
のみならず，周辺設備も含めた総合的なソリューショ

ンが必要と考えている。

5．建設現場のカーボンニュートラル化

「建設現場のカーボンニュートラル化」は，単に建
設機械をエンジン機から電動機に変えるだけでは達成
できない。系統電源の不足に対する電源容量アップ，
効率的な継ぎ足し充電に向けた建機や蓄電池の Peak 
Shaver 化，数多くの課題がある。電動建機の先進国
であるノルウェーやオランダでも，電力マネジメン
ト，施工効率，安全性等，様々な面で発展途上の状況
であり，これらの解決に「総合的なソリューションの
実現」をめざす所存である。

それらの具体的な課題解決に向けて，ソリューショ
ンの開発・提供を3ステップで実現していく（図─4）。
自社だけではなく，社外知見を得ながらオープンイノ
ベーションを推進し，アジャイル手法で建設現場の
カーボンニュートラル化に向けて，電動建機のビジネ
スモデル構築を推進している。

図─ 3　欧州での稼働現場の実態（NASTA：ノルウェー代理店）

図─ 4　建設現場のカーボンニュートラル化への段階的な取り組み
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6．新たな研究拠点

私たちは，「電動事業の新たなビジネスモデル」を
構築するため，2024 年 5 月，千葉県市川市に新たな
研究拠点を立ち上げた。研究拠点のコンセプトは，電
動建機の先進国であるノルウェー，オスロ建設現場を
再現し，協創パートナーとの「ソリューションモデル
の開発」を目的としている。

新たなソリューションモデル開発を成功させるため
には，電動建機のみではなく，インフラ・環境整備，
サイト・エネルギーマネジメント，デジタルを活用し
ながら，最適な製品やソフトウエアなどの組み合わせ
を行っていく必要がある。研究拠点では，簡易なプロ
トタイプを制作し，協創パートナーと短サイクルで実
証・アップデートを繰り返すアジャイル型の実証を進
めていく。

また，幅広く外部の知見を活用するため，協創パー
トナーとのオープンイノベーションを重視する。本イ
ノベーション活動では，電動建機という製品だけでな
く，蓄電池や関連製品，それらの組み合わせによるソ
リューション創出が必要と考えており，自社にとどま
らず，異業種も含め多くのパートナーとの連携が鍵と
考える。

研究拠点の特徴の一つに，建設現場を再現したデモ
エリアがある。このエリアでは，5 t から 13 t クラス
までのバッテリー駆動式ショベル，協創パートナーの
EV トラックや EV クローラーキャリアなどの建設関
連製品，可搬式蓄電池 2），などの資機材を配備してお
り，充電および稼働，電力シミュレーション，電動建
機が稼働する現場のエネルギーの可視化や管理に関し
て実証を行っている。実際の資機材を見る・使う・体
感することで，協創パートナーとより具体的なイメー
ジをもって研究に取り組むことが可能となる。

研究拠点での活動と同時に，実現場での実証による
価値検証も進めている。実証現場における活動の一例
を示す（図─ 5）。実現場においては，現場ごとに，
作業内容・電気設備・必要資機材・使用電力量などの
環境が異なるが故に，各現場での実オペレーションプ
ロセスの課題を洗い出し，ノウハウを蓄積している。

7．おわりに

本稿では，日立建機グループのゼロエミッションへ
の取り組み，特に電動建機と研究拠点についてご紹介
した。私たちは，研究拠点を通して，電動建機のみな
らず蓄電池など周辺製品を対象に，協創パートナーと
共に実証を行い，新しいソリューションを開発してい
く。研究拠点の活動を中心とした日立建機グループの

「ZERO EMISSION」の多角的な取り組みを全世界へ
発信し，持続可能な社会の実現に向けて貢献していき
たい。
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図─ 5　現場実証を通じた電動建機および周辺設備の実例




